
 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的に取り組む事項 

 

 

第５章 
 

１ 農業で夢をかなえるプロジェクト 

２ 環境にやさしい農業推進プロジェクト 

３ 新たな産地を築く園芸・畜産振興プロジェクト 

４ おいしい信州ふ－ど（風土）認知度向上プロジェクト 

  ５ ふるさと農村元気プロジェクト 

  ６ 小水力発電導入促進プロジェクト 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【数値目標】 

項 目 平成２２年度 
平成２９年度 
（目標） 

設定の考え方 

４０歳未満の新規

就農者数 

（単年度） 

１９０人 ２５０人 
担い手の高齢化や減少を踏まえて

現状の３割増加の 250 人とする。 

 

 

【取組方策】 

（１）相談から就農までのステップアップ方式の支援の充実・強化 

○ 新たな情報発信システムの構築 

・インターネットを効果的に活用し、県、市町村、ＪＡ等の就農支援情

報等を一元的に発信する仕組みの構築 

・県内への就農意欲を高めるため、就農希望者の研修段階から就農まで

のイメージが明確化できるよう、地域情報や支援制度などの発信する

情報の内容を充実 

 

○ 県と市町村、ＪＡ等が連携した就農支援の仕組みの充実 

・市町村、ＪＡの新規就農者の誘致目標の明確化や支援体制の充実を図

るための情報交換会や推進会議等の開催 

・市町村、団体等との連携・役割分担により、就農に必要な技術・農地・

機械・住宅等の確保を支援する体制を充実 

・県と市町村、ＪＡ等が連携した相談活動や個別指導等 

 

○地域の研修体制の充実 

・市町村やＪＡ等が行う研修カリキュラムの充実や研修施設の整備を支

援 

 

 

「日本一就農しやすい長野県」を目指して、農業後継者や農業以外からの

新規参入者が円滑に就農できるよう、就農に関する新たな情報発信システム

を構築するとともに、地域が主体となった誘致の取り組みを強化し、就農相

談から体験・研修・就農までのステップアップ方式による就農支援体制の充

実を図ります。 

 

１ 農業で夢をかなえるプロジェクト 
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＜５年間の行動計画＞ 

項目 Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 
Ｈ２９年 

（目標年） 

就農者誘致

目標の明確

化 

     

新たな情報

発信の仕組

みの整備 

  

   

研修体制の

充実 

 

    

 

 

【プロジェクト フロー】 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ構築 

仕 様 検 討 

ｼｽﾃﾑ試行 

ｼｽﾃﾑ稼働 

情
報
掲
載 

情
報
掲
載 

 情
報
掲
載 

全市町村 

  市町村数 

情
報
掲
載 

 

相
談
・
発
信 

 
 

 
 

体
験
・
研
修 

 
 

 
 

 
 

就
農 

 
 

・就農ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ・就農相談員の設置 

・県内外での就農相談会開催 

「農業について知りたい」に対応 

・農業大学校研修部での研修 

・里親農家等での研修を支援 

・青年就農給付金（準備型）による支援 

習熟度等に応じた研修に誘導 

 

・青年就農給付金（経営開始型）による支援 

就農後の早期経営安定への支援 

 

 
新たな情報発信システムの構築 

新たな情報発信 web システムの構築（県） 
 ・市町村・ＪＡの誘致目標、地域情報、支援施
策等の一元的な発信  

 ・就農情報の検索機能 ほか 

 
地域で育てる研修の支援 

円滑な就農者育成のための研修体制の充実 

・カリキュラムの充実、研修施設整備 ほか 

農業で夢をかなえる支援 

新たな就農者確保・育成システムの構築 

誘致目標を実現する仕組みづくりを支援 

・地域の就農者誘致目標の設定 

・市町村等の誘致活動の支援 ほか 

地域の就農者誘致を支援 

就農促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
（普及ｾﾝﾀｰが市町村・

JA 等と連携して就農・

定着を支援） 

連携 

 

【①就農者誘致目標の明確化】 
◆市町村、ＪＡが、新規就農者の
誘致目標を明確化 

【②就農情報の一元的な管理・
運営等】 
◆県によるシステム構築 
[市町村、ＪＡ等の情報の一元的な
発信と検索] 

【③地域の研修体制の充実】 
◆新規就農者の研修を行う市町
村やＪＡ等の研修数の増加と研修
内容の充実 

【④地域の誘致活動の支援】 
◆市町村の就農相談などの誘致
活動を支援 
[地域誘致情報交換会の開催等] 

【⑤市町村、ＪＡ等による支援
体制の充実】 
◆就農に必要な技術・農地・機械・
住宅等の確保を、市町村、ＪＡ等が
県と連携して役割分担により支援 

【県、市町村、ＪＡ等の主な役割分担】 

県 技術・経営力向上支援 
制度資金による支援 

市町村 住宅・農地等の支援 
ＪＡ 技術・販売の支援 

農業開
発公社 農地確保の支援 

 

 

市町村等が主体となった
誘致の取り組みを強化 

研修カリキュラムの充実、施設整備 
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【数値目標】 

項 目 平成２２年度 
平成２９年度 

（目標） 
設定の考え方 

認証取組団体数 ６９団体 １００団体 
面的拡大を図るため、団体の取組を
推進し、その数を指標とする。 

 

【取組方策】 

（１）環境にやさしい農業技術集及び事例集の作成・配付（専門技術員中心） 

・試験場が開発した環境にやさしい農業技術や他県で開発された技術を取

りまとめ、技術集を作成・配付 

・環境にやさしい農業（50％減）を実践している農家が取り組んでいる技

術や事例を収集し、事例集を作成・配付 

 

（２）信州の環境にやさしい農産物認証制度の取組の面的な拡大 

 ○ 取組品目、実践組織の決定と削減目標の設定 

・普及センター、ＪＡなどにおいて協議を行い、取組品目、実践組織（Ｊ

Ａ部会など）を決定 

・削減目標（50％又は 30％減）を設定 

・必要に応じ専門技術員及び試験場から助言 

   （例）30 に取り組んでいる部会があれば、その部会で 50 を目指す。 

      ｴｺﾌｧｰﾏｰに取り組んでいる部会があれば、その部会で 30を目指す。 

 ○ 実践組織内の合意形成 

・ＪＡは、実践組織が取組を一体的に行えるよう部会員の合意を形成 

 ○ 取組技術の検討（技術の組み立て） 

・削減目標を達成するために必要な取組技術について、普及センター、専

門技術員、ＪＡで検討し、施肥設計や防除暦などを作成 

・必要に応じ試験場から助言 

○ 実証ほの設置による技術の実証 

・普及センターにおいて削減目標に応じた実証ほを設置し、取組技術の検

討結果に基づく技術の実証、病害虫の発生状況・収量・品質等を調査、

生産コストを検証 

 

 

信州の環境にやさしい農産物認証制度への取組を「点」から「面」へ拡大

するため、環境にやさしい農業技術を実証・普及するとともに、農産物の販

売促進に取り組み、「信州の環境にやさしい農産物」の生産拡大を図ります。 

２ 環境にやさしい農業推進プロジェクト 
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 ○ 現地検討会などの開催 

・普及センターにおいて、実証ほの現地検討会を開催し、実証した技術や

病害虫の発生状況などを部会員と確認 

・病害虫が発生した場合の技術対策などについて検討を行い、部会員に技

術指導を実施 

・成績検討会を開催し、次年度への改善点などについて検討 

・病害虫防除研修会などを開催し、病害虫に関する部会員の知識を向上 

○ 組織的な実践 

・実証ほの取組を参考にしつつ、部会員それぞれでの取組を誘導 

・部会員は自園の病害虫発生状況などを把握、普及センターやＪＡは個別

の助言などにより部会員が削減目標を達成できるよう支援 

 

（３）認証農産物の販売支援 

 ○ 販売実態調査 

  ・ＪＡグループと協働して、認証農産物の販売実態について調査、事例と

して取りまとめ、実践組織等に情報提供 

 ○ 販路の開拓 

・ＪＡグループ、量販店等と連携して、認証取得農産物の販路について検

討 

・慣行栽培で生産された農産物との区分販売の検討と取引先の確保 

○ 販売支援 

・県は、ホームページなどにより消費者へのＰＲを強化 

・食品産業タイアップ事業などマーケティング事業と連携し、実需者への

情報提供や商談会の開催など認証農産物の販売を支援 

 

＜５年間の行動計画＞ 

項目 Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 
Ｈ２９年 

（目標年） 
 

技術集の作成 
 
 

完成    

事例収集・ 
事例集の発行         発行 

 

実証ほの設置・ 

実践 

     

 
 

  
 

  
 

  

認証農産物の 
販路開拓（ＪＡ） 

 
  

 
 

認証農産物の 
販売支援（県） 

 
 

 
   

作成 

実証ほの設置 

実証ほの設置 

実証ほの設置 

事例収集（事例は毎年収集し、公表） 

実践 

実践 

販路の検討・開拓 安定取引 

商談会の開催・実需者への情報提供等 
ＨＰ立上げ・
支援策検討 

103



【環境にやさしい農業への面的拡大】 

 ・取組技術の組み立て
 ・実証ほの設置
 ・検討会等の開催
 ・技術指導

農業改良普及センター

個々の取組 面的な取組

 ・低減技術のリスト化
 ・事例集等技術資料の作成
 ・販売支援（ＨＰ、商談会の開
催、情報提供）

農業技術課

環境にやさしい農業の取組拡大・レベルアップ方策

連携連携

　・部会員への啓発
　・品目の設定
　・取組技術の組み立て
　・検討会等の開催
　・技術指導
　・販路の検討・取引先の確保

ＪＡ

   ・検討会への参加
  ・実証ほ設置への協力
  ・取組み技術の実践

農業者
（JA部会員等）

園芸畜産課・マーケティング室

連携

支
援

　・ＪＡ、部会員への啓発
　・販売方法の検討

ＪＡ全農長野・
ＪＡ営農センター・

量販店等
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【数値目標】 

項 目 

 

平成２２年度 

 

平成２９年度 

（目標） 

設定の考え方 

 

ナシ「サザンスイ

ート」栽培面積 
0ha 50ha 

新たな県オリジナル品種の早期産

地化を図る 

アスパラガス 4

月、5月出荷量 ※ 
  260ｔ 350ｔ 

実需要望の高い 4月～5 月の出荷量

を早急に拡大する 

トルコギキョウ秋

出荷量 
108 万本 250 万本 

栽培の難易度・需要ともに高い 10

月～11 月の品質・量を確保する 

県産自給飼料の生

産面積 
2,935ha 3,800ha 

県育成品種（ﾄｳﾓﾛｺｼ、ｿﾙｶﾞﾑ）及び

飼料米、稲ＷＣＳの増産を図る 

   ※ 東京、名古屋、大阪中央卸売市場入荷量合計 

 

【取組方策】 

（１）果樹オリジナル品種早期産地化プロジェクト 

 

 

○  大規模実証モデル園の設置 

 ・高品質･安定生産のための栽培技術支援 

 ・一定量を確保した出荷による実需者等の評価把握 

○ 早期産地化に向けた苗木供給体制の構築 

  ・関係機関が連携した種苗の早期供給体制の確立   

 ○ 拠点産地における生産・販売戦略の構築 

  ・拠点産地における高品質・安定生産に向けた栽培技術の重点指導 

  ・品種特性を活かした販売戦略の策定支援 

 

（２）需要に対応できるアスパラガス産地育成プロジェクト 

 

 

本県の基幹部門である園芸作物の競争力強化に向け、オリジナル品目・品

種の栽培面積拡大や需要期の生産量拡大に取組む産地の早期育成を図るた

め、作目ごと重点品目の種苗供給体制の整備や新たな栽培技術の指導などに

取組み、実需者ニーズに対応した生産力・販売力の高いモデル産地の育成を

進めます。 

また、本県農業の基礎産業である畜産業の生産基盤の強化を図るため、自

給飼料の増産とこだわりのある畜産物の生産拡大を進めます。 

試験場で育成された有望オリジナル新品種について、大規模実証モデル園を設け、
出荷・販売レベルでの評価を得つつ早期産地化を図る。 

 アスパラガス需要期における本県出荷量が減少する一方で県外出荷量が増加し
ている。定植２年目から収穫が可能な１年株養成苗の供給と施設化の推進によ
り、市場からの期待に応えられる競争力の高い産地の早期育成を進める。 

 

３ 新たな産地を築く園芸・畜産振興プロジェクト 
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○ １年養成苗（大苗）供給体制の構築による新たな産地化の推進 

  ・県下需要量調査に基づく受託育苗体制の仕組みづくり 

  ・育苗受託組織への良質苗生産の指導 

  ・大苗利用の長所を活かした新たな担い手・新たな産地の確保・育成 

○ 施設化の推進による需要期の出荷量拡大 

  ・４月出荷量拡大のため（半促成作型）の施設化の推進 

  ・普及拡大に向けた早期高単収モデルほ場の設置 

  ・アスパラガス生産振興プロジェクトチームによる生産管理指導 

 

（３）トルコギキョウ秋出荷産地化プロジェクト 

 

 

 

 

 ○ 適地・適作型誘導による秋のリレー生産と県産シェア拡大 

・低地（標高 500ｍ未満）、中間地（同 500～800ｍ）、高地（同 800ｍ以上）

の３タイプに分けた品種・作型の最適化と生産技術の確立・普及 

  ・冷蔵（冷房）施設や電照、加温装備の導入による生産力の安定化 

  ・県育成オリジナル品種の秋出荷作型への活用 

 

（４）自給飼料増産プロジェクト 

 

 

 

  

○県下の基幹となるコントラクターの連携強化や自給飼料の増産を推進 

・良質な自給飼料の県内広域流通体制を構築 

・県育成新品種のトウモロコシ、ソルガムの面積拡大 

・稲ＷＣＳ、飼料用米の増産、給与する家畜の増加 

○自給飼料を活用したこだわりのある畜産物の生産拡大と経営安定 

・飼料米を給与した豚、鶏卵、肉牛の生産を支援 

・自給飼料利用による生産コストの低減と付加価値を付けたこだわりのある

畜産物の有利販売による経営安定 

・肉のうまみ成分であるオレイン酸値を高める飼育技術（牛、豚）への支援 

 

 

トルコギキョウの秋出荷（10 月～11 月）は、暖地と冷涼地の端境期となって
実需者の引き合いが強く、ブライダル需要の高まる時期でもある。当期をターゲ
ットに安定した品質・量を供給できる産地を育成・強化して、個別経営の安定化
と作付け規模拡大を図る。 

良質な自給飼料の増産、利用拡大による畜産生産基盤の強化とそれらの利用に

立脚したこだわりのある畜産物の生産拡大を推進する。 
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＜５年間の行動計画＞   

  項目 Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 
Ｈ２９年 
（目標年） 

ナシ 

大規模実証モ

デル園による

評価把握 

 

    

重点産地への

導入 
 

 
   

早期産地化    
 

 

アス

パラ

ガス 

大苗受託育苗

生産 

 
           

モデル産地へ

の導入 
 

 
   

モデル産地へ

の重点指導 
 

 
   

トル

コギ

キョ

ウ 

産地タイプ別

作型誘導 

 
    

生産装備の充

実と技術確立 

 
    

オリジナル品

種の活用 
   

 
 

自給

飼料 

生産・供給体

制の整備 

広域流通体制

の構築 

  

   

県育成新品種

等の導入 

  

   

こだわりのあ

る畜産物生産 
 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織化 

面積拡大、産地化 

種子生産 

広域流通体制の構築 
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【プロジェクトフロー】 

【園芸振興】 

拠点産地拠点産地 拠点産地

自信と誇りの持てる信州農畜産物の生産拡大

○オリジナル品種苗木供

給体制の構築

○生産・販売戦略の構築

○アスパラガス大苗供給

体制の構築

○需要期出荷量拡大の

ための施設化の推進

○モデル地区設置によ

る技術確立

○県育成オリジナル品

種の活用促進

新たな産地を築く園芸品目振興プロジェクトな

園芸畜産課、農業技術課、農業関係試験場、普及センター

ＪＡ全農長野、ＪＡ長野県営農センター、長野県原種センター等

～実需者ニーズに対応した生産力・販売力の高いモデル産地の育成～

モ
デ
ル
産
地
の
育
成

県
下
産
地
へ
の
拡
大

実需者 実需者 実需者

○ 果樹オリジナル品種早期産地化プロジェクト

○ 需要に対応できるアスパラガス産地育成プロジェクト

○ トルコギキョウ秋出荷産地育成・強化プロジェクト

ささ産地自らが実需者のニーズを生産に結び付け「産地力」を高める

連 携情報収集

果物専門店 量販店 生花店

仲卸業者 消費者卸売市場
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【畜産振興】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

園芸畜産課、農業技術課、畜産試験場、地方事務所、農業改良普及センター 

家畜保健衛生所、ＪＡ長野中央会、ＪＡ全農長野、コントラクター等 

自給飼料増産プロジェクト 

                          

                          

                

  

                                                

             

養豚農家 養鶏農家 肉牛農家 

 

飼 料 米 
 

飼料米、稲ＷＣＳ 

酪農家 

県育成新品種 

（ﾄｳﾓﾛｺｼ、ｿﾙｶﾞﾑ） 

需

給

調

整 

消 費 者 

○自給飼料を活用したこだわりのある畜産物の供給 

 

畜産生産基盤の強化 

基幹コントラクター 基幹コントラクター 

基幹コントラクター 

 
組 織 化

連携強化 

・広域流通体制の構築 

・県育成新品種（トウモロコシ、ソルガム）の面積拡大 

・飼料米、稲ＷＣＳの増産、利用拡大 
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【数値目標】 

項 目 平成２２年度 
平成２９年度 

（目標） 
設定の考え方 

「おいしい信州ふ
ーど（風土）」が食
べられるお店 

150 店（見込） 
(H24 年度末) 

800 店 

旅館・ホテル等を含む飲食店経
営者が、「おいしい信州ふーど
（風土）」を共有し、積極的に
活用することで、現状の 5倍の
登録店数をめざす 

 

【取組方策】 

（１）官民協働による取組の推進 

  ・市町村、農業団体、食品産業、観光業等との「おいしい信州ふーど（風

土）」の共有と活用に向けた説明会、懇談会等の開催 

  ・市町村、関係団体など官民協働による「おいしい信州ふーど（風土）」の

情報発信等 

  ・市町村や関係団体等との推進体制の整備 

 

（２）「おいしい信州ふーど（風土）」が食べられるお店（以下「登録店」）の拡

大 

○ 登録店の拡大・充実 

・緊急雇用創出事業（キャラバン隊）を活用した登録店の新規開拓及び既

登録店における取扱いメニューの拡充 

・利用客等に自発的に情報発信（原産地呼称管理制度認定ワインリストの

常設化やブログ・メルマガ等）を行う店舗への誘導 

○ 登録店の情報発信 

・県ＨＰ「おいしい信州ふーど（風土）ネット」等での登録店の情報発信

（店主・シェフからのメッセージ、メニュー等を併せて掲載） 

○ 登録店との産地連携 

・登録店シェフと生産者の交流会を実施し、「おいしい信州ふーど（風土）」

の新規需要の拡大及び契約取引の拡大 

○ 登録店を主体とした旅行商品造成 

・観光部、観光関連事業者と連携し、登録店を主体とした旅行商品の造成 

・「登録店」の利用拡大を図るための「登録店」周遊企画の造成 

「おいしい信州ふーど（風土）」を市町村や民間企業など共有し、情報発信を

行うとともに、観光事業者等と連携した「おいしい信州ふーど（風土）」が食

べられるお店の拡大により、認知度を一気に向上させ、消費と農畜産物生産の

拡大を進めます。 

４ 「おいしい信州ふ－ど（風土）」認知度向上プロジェクト 
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＜５年間の行動計画＞ 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 
（目標年） 

(1) 

官民協働による

取組みの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

登録店 

 

(ｱ) 

拡大・充

実 

  

 

    

(ｲ) 

情報発信 

      

(ｳ) 

産地連携 

 

      

(ｴ) 

商品造成 

      

 
  

【プロジェクトフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「おいしい信州ふーど（風土）」が 

食べられるお店（随時拡大） 

店舗と産地のマッチン

グにより、契約栽培の

拡大 

産地（生産者） 

商
品
ツ
ー
ル 

利
用 

・県 HPへの情報掲載（「食べられるお店」の情報） 
・専門誌等への情報掲載（「食べられるお店の情報」及び旅行
商品等の情報） 

「おいしい信州ふーど（風土）が食べられるお店」

を主体とした旅行商品造成、周遊企画 

「お
い
し
い
信
州
ふ
ー
ど
（風
土
）
」の
共
有
に
よ
る
官
民
協
働 

「おいしい信州ふーど（風土）」の周知活動 

「おいしい信州ふーど（風土）」の共有による 
官民協働の取組み 

市町村・関係団体・県内・外企業等の参加促進 

 

県現地機関・推進組織による「登録店」への登録拡大

働きかけ 

県 HP「おいしい信州ふーど(風土)ネット」等への情報掲載 

「登録店」と産地のﾏｯﾁﾝｸﾞの場の提供、契約栽培の 

促進 

「登録店」を主体とした旅行商品の造成 

「登録店」周遊企画による利用拡大 

 
「登録店」のフォローアップ 新規開拓、取扱いメニュー

拡充及び自発的な情報発
信を行う店舗への誘導 

「登録店」シ
ェフと生産者
の交流会に
よる新規需
要拡大 

登
録
店
拡
大 

情報 
発信 

商品
造成 

拡大 
充実 

産地 
連携 
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【数値目標】 

項 目 平成２２年度 
平成２９年度 

（目標） 
設定の考え方 

重点地区の設置 0 ヵ所 20 ヵ所 
地域の実情に応じた重点地区の

設置 

 

【取組方策】 

（１）市町村等と連携した重点地区の設定と行動計画の作成支援 

・市町村等と連携し、農村住民自らがコミュニティの維持・強化に取り組

もうとする意欲的な集落を「重点地区」として設定 

・市町村等と連携した重点地区の実情の把握と、農村住民同士の話し合い

への参加・助言により、コミュニティを元気にする行動計画の作成・実

行を支援 

・専門知識を要する計画作成や取組については、県が外部識者等とのつな

がりを支援 

  ・計画の見直しと改善について助言、具体的な改善方策への支援 

 

（２）地域の知恵と工夫を活かした取組への支援 

 ○ 農業生産活動の継続 

・集落の営農状況、定年帰農者等の状況を踏まえ、集落営農組織などの地

域農業を担う営農体制の整備及び遊休農地対策、野生鳥獣対策を支援 

・立地条件を活かした、特色ある農作物の生産を促進 

・地域資源の掘り起こしと、それを活用した伝統食や農産加工、産直など

魅力ある商品化を支援 

 

○ 農村コミュニティビジネスの創出 

・農家に対し、農家民宿、農家レストラン、体験農園等の設置・運営に必

要な情報を提供 

・滞在型市民農園や農産物直売所等の交流拠点の開設、６次産業化への取

中山間地域の農村集落において、農村住民自らが主体性を持ってコミュニ

ティ活動として取り組む農業生産活動や都市住民との交流活動への取組、新

たなビジネスへの取組などを実施し、その波及効果により他地域の農村コミ

ュニティの維持・強化を図ります。 

５ ふるさと農村元気プロジェクト 
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組を支援 

 

○ 都市住民との交流活動の促進 

・重点地区や周辺地域・農村の情報を、情報誌等を活用して発信 
・体験学習や修学旅行等の受入体制の整備と都市住民との交流を支援 

 

＜５年間の行動計画＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プロジェクト フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元
気
あ
ふ
れ
る
ふ
る
さ
と
農
村
づ
く
り 

農
村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
維
持
・
強
化 

各地域へ
波及 

重点地区の設定 

 

県 
市
町
村
・
Ｊ
Ａ
等 

潜在的な地域力

発揮を誘起 

地域の知恵と工夫 

・農地・農業用水路等の活用 

・特色ある地域農産物の栽培 

・体験交流（農作業、加工、そば

打ちなど） 

・コミュニティビジネスの創出

（農家民宿、農家レストラン等） 

都市住民 

アイデア、人

（時間）、資産 

連携 

・集落の話し合い 

・専門的な取組につい

て、外部識者との仲介 

・地域の実情にあった取

り組みを選択する 

豊かな農村資源 

やすらぎの場 

地域の実情に応じた取

組の実施 

行動計画の実行・見直し・改善 

（取組継続の仕組み） 
重点地区 

Ｈ24 H30～

地域にあった支援

（重点地区の設定）

（情況把握）

Ｈ29Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

取組継続の仕組みづくり

計画実施

新たな地区の取組
（波及地区）

他の地域
のモデル
的な位置
付け

見直し・改善・実施

計画実施 見直し・改善・実施（行動計画の作成支援）
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【数値目標】 

項 目 平成２２年度 
平成２９年度 

（目標） 
設定の考え方 

農業用水を活用

した小水力発電

の容量 

220kw ※調整中 
目標年までに整備される県内の農業用水

による小水力発電の設備容量 

  ※環境部で策定中の「長野県環境エネルギー戦略」の目標値を踏まえ設定する 

 

【取組方策】 

（１）自然エネルギー活用への理解醸成 

・農業用水を活用した小水力発電の有効性を周知するための市町村・事業者等へ

の研修会の開催 

・キャラバン隊による小水力発電の経済性や具体的なメリット等の農家への周知 

 

（２）導入可能性の調査と計画 

・小水力発電の適地性等を探査するための専門家の派遣 

・候補地の導入可能性の調査と導入検討 

・発電適地に関する情報の共有化を図るためのデータベースの作成 

・発電施設の建設を具体化するための概略設計等への支援 

 

（３）発電施設の建設 

  ・モデル事業（小水力発電施設１箇所（H24～H26））の実施及び検証 

  ・地域自主戦略交付金等を活用した建設の推進 

 

（４）発電施設導入の促進のための国との調整 

  ・諸手続の簡素化のための規制緩和等を関係省庁へ要請 

河川法関係   →国土交通省 

電気事業法関係 →経済産業省 

補助事業の要件等→農林水産省 

 

 

 

市町村や関係団体と連携し、県内に約１万 kw が賦存するとされる農業用水による

発電を促進し、県内の土地改良施設の運営に要する最大電力需要量約 2万 kw（推計）

に占める設備容量の約【調整中】％に相当する【調整中】kw の発電容量確保をめざ

します。 

６ 小水力発電導入促進プロジェクト 
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【プロジェクト フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費 

普及・啓発 

買取 

 

   

 県 

市町村 

その他の関係団体 

関係省庁 

農   家 

電力会社 
持続可能な 

農業水利施設（管理者） 

◆目標設定    ◆制度設計 

◆規制緩和    ◆技術開発 

◆導入手続支援 ◆予算確保 

◆施設管理支援 
負担金 

申請・諸手続 

負担軽減 

売電 

 

エネルギー施策 

小水力発電施設（設置者） 

費用 

補助・支援 

研修啓発事業 

 

規制緩和要請 

 
発電建設事業 

 

地域自主戦略 

 

H24 モデル事業 

 

調査計画事業 

 

小水力発電施設建設 

 
計画、建設、運営等に関する課題の検証 

 

H29 までの整備目標  【検討中】 

 

１万 kw（賦存量） 

 

【事業スケジュール】 

 

発電建設事業 

 

導入可能性 

 

（１箇所・140kw） 

 

交付金等 

 

（参考）  長野県 「環境エネルギー戦略」 

自然エネルギー政策 

 ◆１村１自然エネルギープロジェクト 

 ◆新しい公共の活用  ◆総合特区の活用 

 ◆自然エネルギー設備導入検討制度の創設 

省エネルギー政策 

 ◆事業者の排出抑制計画制度の強化 

 ◆建築物のエネルギー性能を「見える化」 

する制度の創設 

 ◆一般家庭の省エネ促進の仕組み構築 
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